
6-1 

6.  環境影響評価の総合的な評価 
4.において「環境の自然的構成要素の良好な状態の保持を旨として調査、予測及び評価される

べき環境要素」として選定した大気質、騒音、振動、悪臭、水質、地下水、地形及び地質、「生物

の多様性の確保及び自然環境の体系的保全を旨として調査、予測及び評価されるべき環境要素」

として選定した動物、植物、生態系、「人と自然との豊かな触れ合いの確保を旨として調査、予測

及び評価されるべき環境要素」として選定した景観に係る環境影響評価の結果は、表 6.1.1 に示

すとおりである。 

本環境影響評価では、本事業による周辺の環境に及ぼす影響について環境要素 11項目（大気質、

騒音、振動、悪臭、水質、地下水、地形及び地質、動物、植物、生態系、景観）を予測・評価し

ている。 

本事業は、候補地選定の段階から、良好な生活環境を保持するため、人家までの距離等を評価

項目とし建設予定地を決定している。また、各環境要素について事業者が実行可能な範囲内でで

きる限り環境保全措置を講じることにより、周辺の環境に及ぼす影響について可能な限り回避・

低減が図られる。このことから、本事業に係る環境の保全について適正な配慮がなされていると

評価する。 

なお、予測の不確実性の程度が大きい、または、環境保全に係る知見が不十分、かつ、環境へ

の影響が著しく大きくなるおそれがある場合等において、適切に事後調査を実施する。 

今後の工事計画等の詳細な検討に当たっては、環境影響評価の結果に基づき環境保全に十分配

慮して行うとともに、事業者により、環境保全措置を確実に実施するほか、事業実施段階及び供

用後の周囲の生活環境（土地利用の変化）や自然環境の状況変化等について、関係機関と協力し、

必要に応じて適切に把握する。 
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表 6.1.1(1) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

大気質 二酸化窒
素及び浮
遊粒子状
物質 

建設機械
の稼働 

(1) 二酸化窒素(NO2)、窒素酸化物(NOX) 
・現地調査 

単位：ppm 

番

号 
現地調査地点 

年平均値 

NO2 NOX 

1 長竹公民館 0.003 0.003 

 
(2) 浮遊粒子状物質(SPM) 
・現地調査 

単位：mg/m3 

番

号 
現地調査地点 年平均値 

1 長竹公民館 0.022 

 
(3) 気象の状況 
・現地調査 
 

番

号 
現地調査地点 

季節別平均風速及び 

最多風向 

春季 夏季 秋季 冬季 

1 長竹公民館 

風速 

(m/s) 
1.2 0.7 0.7 1.3 

風向 SSE SSE S NNE 
 

(1) 二酸化窒素 
建設機械の稼働に係る二酸化窒素の予測の結果、予測

値は 0.011ppm（日平均値の年間 98%値）となり、環境基
準（1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm～0.06ppm 以下）
を満足する結果となっており、本事業による環境への影
響は極めて小さいと予測される。 

単位：ppm  

番

号 
予測地点 

年平均値 

日平均値の

年間 98%値 
環境基準 道路からの

寄与濃度 

ﾊﾞｯｸ 

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

濃度 

1 
佐川町 

加茂毛田3 
0.0001 0.002 0.011 

1 時間値の 1

日平均値が

0.04ppmから

0.06ppmまで

のゾーン内

又はそれ以

下であるこ

と。 

 

(2) 浮遊粒子状物質 
建設機械の稼働に係る浮遊粒子状物質の予測の結果、

予測値は 0.045 mg/m3（日平均値の年間 2%除外値）とな
り、環境基準（1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m³以下
かつ 1 時間値が 0.2mg/m³以下）を満足する結果となっ
ており、本事業による環境への影響は極めて小さいと予
測される。 

単位：mg/m3 

番

号 
予測地点 

年平均値 
日平均値の

年間 2% 

除外値 

環境基準 道路からの

寄与濃度 

ﾊﾞｯｸ 

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

濃度 

1 
佐川町 

加茂毛田3 
0.00001 0.018 0.045 

1 時間値の 1

日平均値が

0.10mg/m3以

下であり、か

つ、1時間値

が 0.2mg/m3

以下である

こと。 

  

 

建設機械の稼働に伴
い発生する二酸化窒素
及び浮遊粒子状物質に
ついて、事業の実施に
よる影響を、事業者に
より実行可能な範囲内
でできる限り回避又は
低減させるため、候補
地選定の段階から、人
家までの距離等を評価
項目とし、建設予定地
を決定している。 
予測の結果、全ての

予測位置で環境基準を
満足する結果となって
おり、本事業による環
境への影響は極めて小
さいと予測されてい
る。従って、個別の環
境保全措置の検討は行
わないこととする。 
 

予測手法は、その予
測精度に係る知見が十
分に蓄積されていると
判断でき、予測の不確
実性は小さいと考えら
れることから、事後調
査は実施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
本事業は、候補地選定の段階から、良

好な生活環境を保持するため、人家まで

の距離等を評価項目とし、建設予定地を

決定し、環境影響をできる限り回避させ

た計画としている。 

以上より、事業の実施による影響が、

事業者により実行可能な範囲内でできる

限り回避されると評価する。 

 
(2) 基準等との整合性に係る評価 
基準又は目標との整合性に係る評価結

果について、全ての予測地点において、整
合を図るべき基準又は目標と整合が図ら
れると評価する。 
 

○二酸化窒素        単位：ppm 

番

号 
予測地点 

日平均値の

年間 98%値 

整合を図るべ

き基準または

目標 

1 
佐川町 

加茂毛田3 
0.011 

1 日平均値の年

間 98% 値 が

0.04ppm ～

0.06ppm以下 

 

○浮遊粒子状物質      単位：mg/m3 

番

号 
予測地点 

日平均値の 

年間 2%除外値 

整合を図る

べき基準ま

たは目標 

1 
佐川町 

加茂毛田3 
0.045 

1 日平均値の

2% 除 外 値 が

0.1mg/m3以下 
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表 6.1.1(2) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

大気質 粉じん等 建設機械
の稼働 

(1) 降下ばいじん量 
・現地調査 

単位：t/km2/月 

番

号 

現地調査

地点 

季節別降下ばいじん量 

春季 夏季 秋季 冬季 

1 
建設予定

地付近 
2.0 0.2 0.8 0.9 

2 
長竹公民

館前 
1.9 0.3 0.6 1.1 

 
(2) 気象の状況 
・現地調査 

「建設機械の稼働に係る二酸化窒素及
び浮遊粒子状物質」と同じ。 

(1) 降下ばいじん 
建設機械の稼働に係る季節別降下ばいじん量の予測

の結果、予測値は 0.3～3.0t/km2/月となり、参考指標
（10t/km2/月）を満足する結果となっており、本事業に
よる環境への影響は極めて小さいと予測される。 

単位：t/km2/月 

番

号 
予測地点 工種 

予測値 参考 

指標※ 春季 夏季 秋季 冬季 

1 
佐川町 

加茂毛田3 
掘削工 0.8 3.0 1.6 0.3 10 

※環境を保全する上での降下ばいじん量は、スパイクタイヤ粉じんにお

ける生活環境の保全が必要な地域の指標とした 20t/km2/月が目安と考

えられる。一方、降下ばいじんの比較的高い地域の値は 10t/km2/月で

ある。評価においては、建設機械の稼働による寄与を対象としている

ところから、これらの差である 10t/km2/月を参考とした。 
 

 

建設機械の稼働に伴い発
生する粉じん等について、事
業の実施による影響を、事業
者により実行可能な範囲内
でできる限り回避又は低減
するため、候補地選定の段階
から、人家までの距離等を評
価項目とし、建設予定地を決
定している。また工事中は、
散水及び工事の分散に努め
る、工事着手時には粉じん等
に対する保全措置の必要性
に関して検討したうえで工
事を行うこととしている。 
また、予測の結果、予測位

置では参考値を満足する結
果となっており、環境への影
響は極めて小さいと予測さ
れている。従って、個別の環
境保全措置の検討は行わな
いこととする。 
 

予測手法は、その予測精度
に係る知見が十分に蓄積さ
れていると判断でき、予測の
不確実性は小さいことから、
事後調査は実施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評
価 

建設機械の稼働に係る粉
じん等について、候補地選定
の段階から、良好な生活環境
を保持するため、人家までの
距離等を評価項目とし、建設
予定地を決定し、環境影響を
できる限り回避させた計画
としているほか、散水及び工
事の分散に努める、工事着手
時には粉じん等に対する保全
措置の必要性に関して検討し
たうえで工事を行うことと
している。 
従って、環境への影響は事

業者の実行可能な範囲内で
できる限り回避又は低減さ
れると評価する。 
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表 6.1.1(3) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

大気質 二酸化窒
素及び浮
遊粒子状
物質 

資材、機
械及び建
設工事に
伴う副産
物の運搬
に用いる
車両の運
行 

(1) 二酸化窒素(NO2)、
窒素酸化物(NOX) 

(2) 浮遊粒子状物質
(SPM) 

(3) 気象の状況 
・現地調査 
「建設機械の稼働に

係る二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質」と同じ。 

(1) 二酸化窒素 
資材、機械及び建設工事に伴う副産物の運搬に用いる車両の運行に

係る二酸化窒素の予測の結果、予測値は 0.013～0.016ppm（日平均値
の年間 98%値）となり、全ての予測位置で環境基準（1 時間値の 1 日
平均値が 0.04ppm～0.06ppm 以下）を満足する結果となっており、本
事業による環境への影響は極めて小さいと予測される。 

単位：ppm  

番

号 
予測地点 

年平均値 

日平均値の

年間 98%値 
環境基準 道路からの

寄与濃度 

ﾊﾞｯｸ 

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

濃度 

1 佐川町甲蔵法院 1 0.0016 0.003 0.014 1 時間値の 1 日

平 均 値 が

0.04ppm か ら

0.06ppm までの

ゾーン内又は

それ以下であ

ること。 

2 佐川町甲蔵法院 2 0.0005 0.003 0.013 

3 佐川町加茂毛田 1 0.0028 0.003 0.016 

4 佐川町加茂毛田 2 0.0017 0.003 0.014 

5 佐川町加茂岡 0.0025 0.003 0.015 

 

(2) 浮遊粒子状物質 
資材、機械及び建設工事に伴う副産物の運搬に用いる車両の運行に

係る浮遊粒子状物質の予測の結果、予測値は 0.053～0.054 mg/m3（日
平均値の年間 2%除外値）となり、全ての予測位置で環境基準（1時間
値の 1日平均値が 0.10mg/m³以下かつ 1時間値が 0.2mg/m³以下）を満
足する結果となっており、本事業による環境への影響は極めて小さい
と予測される。 

単位：mg/m3  

番

号 
予測地点 

年平均値 

日平均値の 

年間 2%除外値 
環境基準 道路からの

寄与濃度 

ﾊﾞｯｸ 

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

濃度 

1 佐川町甲蔵法院 1 0.00004 0.022 0.054 
1時間値の1日平

均値が0.10mg/m3

以下であり、か

つ、1時間値が0.2 

mg/m3以下である

こと。 

2 佐川町甲蔵法院 2 0.00001 0.022 0.053 

3 佐川町加茂毛田 1 0.00006 0.022 0.054 

4 佐川町加茂毛田 2 0.00004 0.022 0.054 

5 佐川町加茂岡 0.00006 0.022 0.054 
 

資材、機械及び建
設工事に伴う副産物
の運搬に用いる車両
の運行に伴い発生す
る二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質につい
て、事業の実施によ
る影響を、事業者に
より実行可能な範囲
内でできる限り回避
又は低減させるた
め、候補地選定の段
階から、人家に近接
した位置の道路整備
を避けた計画として
いる。 
予測の結果、全て

の予測位置で環境基
準を満足する結果と
なっており、環境へ
の影響は極めて小さ
いと予測されてい
る。従って、個別の
環境保全措置の検討
は行わないこととす
る。 
 

予測手法は、その
予測精度に係る知見
が十分に蓄積されて
いると判断でき、予
測の不確実性は小さ
いと考えられること
から、事後調査は実
施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
本事業は、候補地選定の段階から、良好な生活

環境を保持するため、できる限り人家に近接した
位置の道路整備を避け、環境影響をできる限り回
避させた計画としている。 
以上より、事業の実施による影響が、事業者に

より実行可能な範囲内でできる限り回避される
と評価する。 
 
(2) 基準等との整合性に係る評価 

基準又は目標との整合性に係る評価結果につ
いて、全ての予測地点において、整合を図るべき
基準又は目標と整合が図られると評価する。 
 

○二酸化窒素            単位：ppm 

番

号 
予測地点 

日平均値の

年間 98%値 

整合を図るべ

き基準または

目標 

1 佐川町甲蔵法院 1 0.014 

1 日平均値の年

間 98% 値 が

0.04ppm ～

0.06ppm以下 

2 佐川町甲蔵法院 2 0.013 

3 佐川町加茂毛田 1 0.016 

4 佐川町加茂毛田 2 0.014 

5 佐川町加茂岡 0.015 

 

○浮遊粒子状物質         単位：mg/m3 

番

号 
予測地点 

日平均値の 

年間 2%除外値 

整合を図る

べき基準ま

たは目標 

1 佐川町甲蔵法院 1 0.054 

1 日平均値の

2% 除 外 値 が

0.1mg/m3以下 

2 佐川町甲蔵法院 2 0.053 

3 佐川町加茂毛田 1 0.054 

4 佐川町加茂毛田 2 0.054 

5 佐川町加茂岡 0.054 
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表 6.1.1(4) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

大気質 粉じん等 資材、機
械及び建
設工事に
伴う副産
物の運搬
に用いる
車両の運
行 

(1) 降下ばいじん量 
(2) 気象の状況 
・現地調査 

「建設機械の稼働に
係る二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質」と同じ。 

(1) 降下ばいじん 
資材、機械及び建設工事に伴う副産物の運搬に用いる

車両の運行に係る季節別降下ばいじん量の予測の結果、
予測値は 0.2～3.5t/km2/月となり、参考指標（10t/km2/
月）を満足する結果となっており、本事業による環境へ
の影響は極めて小さいと予測される。 

単位：t/km2/月 

番

号 
予測地点 工種 

予測値 参考 

指標※ 春季 夏季 秋季 冬季 

1 
佐川町 

甲蔵法院2 

資材 

運搬 
2.3 0.6 2.9 3.5 

10 

2 
佐川町 

加茂毛田3 

土砂 

運搬 
0.4 1.6 0.8 0.2 

※環境を保全する上での降下ばいじん量は、スパイクタイヤ粉じんにおけ

る生活環境の保全が必要な地域の指標とした 20t/km2/月が目安と考えら

れる。一方、降下ばいじんの比較的高い地域の値は 10t/km2/月である。

評価においては、建設機械の稼働による寄与を対象としているところか

ら、これらの差である 10t/km2/月を参考とした。 

 

 

資材、機械及び建設工事に伴う
副産物の運搬に用いる車両の運行
に伴い発生する粉じん等につい
て、事業の実施による影響を、事
業者により実行可能な範囲内でで
きる限り回避又は低減するため、
候補地選定の段階から、人家まで
の距離等を評価項目とし、建設予
定地を決定している。また、工事
中は散水及び工事の分散に努める
こととしている。 
予測の結果、全ての予測位置で

環境基準を満足する結果となって
おり、環境への影響は極めて小さ
いと予測されている。従って、個
別の環境保全措置の検討は行わな
いこととする。 
 

予測手法は、その予測精度に係
る知見が十分に蓄積されていると
判断でき、予測の不確実性は小さ
いことから、事後調査は実施しな
い。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
資材、機械及び建設工事に伴う

副産物の運搬に用いる車両の運行
に係る粉じん等について、候補地
選定の段階から良好な生活環境を
保持するため、人家までの距離等
を評価項目とし、建設予定地を決
定し、環境影響をできる限り回避
させた計画としている。また、工
事中は、散水及び工事の分散に努
めることとしている。 
従って、環境への影響は事業者

の実行可能な範囲内でできる限り
回避又は低減されると評価する。 
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表 6.1.1(5) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

大気質 二酸化窒
素及び浮
遊粒子状
物質 

廃棄物及
び覆土材
の運搬に
用いる車
両の運行 

(1) 二酸化窒素(NO2)、
窒素酸化物(NOX) 

(2) 浮遊粒子状物質
(SPM) 

(3) 気象の状況 
・現地調査 
「建設機械の稼働に

係る二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質」と同じ。 
 

(1) 二酸化窒素 
廃棄物及び覆土材の運搬に用いる車両の運行に係る二酸化窒素の

予測の結果、予測値は 0.013～0.016ppm（日平均値の年間 98%値）と
なり、全ての予測位置で環境基準（1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm
～0.06ppm 以下）を満足する結果となっており、本事業による環境へ
の影響は極めて小さいと予測される。 

単位：ppm  

番

号 
予測地点 

年平均値 

日平均値の

年間 98%値 
環境基準 道路からの

寄与濃度 

ﾊﾞｯｸ 

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

濃度 

1 佐川町甲蔵法院 1 0.0017 0.003 0.014 1時間値の 1日

平 均 値 が

0.04ppm か ら

0.06ppmまでの

ゾーン内又は

それ以下であ

ること。 

2 佐川町加茂毛田 1 0.0029 0.003 0.016 

3 佐川町加茂毛田 2 0.0017 0.003 0.014 

4 佐川町加茂毛田 3 0.0003 0.003 0.013 

5 佐川町加茂岡 0.0026 0.003 0.015 

 

(2) 浮遊粒子状物質 
廃棄物及び覆土材の運搬に用いる車両の運行に係る浮遊粒子状物

質の予測の結果、予測値は 0.053～0.054 mg/m3（日平均値の年間 2%
除外値）となり、全ての予測位置で環境基準（1時間値の 1 日平均値
が 0.10mg/m³以下かつ 1時間値が 0.2mg/m³以下）を満足する結果とな
っており、本事業による環境への影響は極めて小さいと予測される。 

単位：mg/m3  

番

号 
予測地点 

年平均値 

日平均値の 

年間 2%除外値 
環境基準 道路からの

寄与濃度 

ﾊﾞｯｸ 

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 

濃度 

1 佐川町甲蔵法院 1 0.00004 0.022 0.054 1時間値の 1日

平 均 値 が

0.10mg/m3以下

であり、かつ、

1 時間値が 0.2 

mg/m3以下であ

ること。 

2 佐川町加茂毛田 1 0.00007 0.022 0.054 

3 佐川町加茂毛田 2 0.00004 0.022 0.054 

4 佐川町加茂毛田 3 0.00008 0.022 0.053 

5 佐川町加茂岡 0.00006 0.022 0.054 
 

廃棄物及び覆土材
の運搬に用いる車両
の運行に伴い発生す
る二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質につい
て、事業の実施によ
る影響を、事業者に
より実行可能な範囲
内でできる限り回避
又は低減させるた
め、候補地選定の段
階から、人家に近接
した位置の道路整備
を避けた計画として
いる。 
予測の結果、全て

の予測位置で環境基
準を満足しており、
環境への影響は極め
て小さいと予測され
ている。従って、個
別の環境保全措置の
検討は行わないこと
とする。 
 

予測手法は、その
予測精度に係る知見
が十分に蓄積されて
いると判断でき、予
測の不確実性は小さ
いと考えられること
から、事後調査は実
施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
本事業は、候補地選定の段階から、良好な生活

環境を保持するため、人家に近接した位置への道
路整備を避け、環境影響をできる限り回避させた
計画としている。 
以上より、事業の実施による影響が、事業者に

より実行可能な範囲内でできる限り回避される
と評価する。 
 
(2) 基準等との整合性に係る評価 

基準又は目標との整合性に係る評価結果につ
いて、全ての予測地点において、整合を図るべき
基準又は目標と整合が図られると評価する。 
 

○二酸化窒素            単位：ppm 

番

号 
予測地点 

日平均値の

年間 98%値 

整合を図るべ

き基準または

目標 

1 佐川町甲蔵法院 1 0.014 

1 日平均値の年

間 98% 値 が

0.04ppm ～

0.06ppm以下 

2 佐川町加茂毛田 1 0.016 

3 佐川町加茂毛田 2 0.014 

4 佐川町加茂毛田 3 0.013 

5 佐川町加茂岡 0.015 

 

○浮遊粒子状物質         単位：mg/m3 

番

号 
予測地点 

日平均値の 

年間 2%除外値 

整合を図

るべき基

準または

目標 

1 佐川町甲蔵法院 1 0.054 

1 日平均値

の 2%除外値

が 0.1mg/m3

以下 

2 佐川町加茂毛田 1 0.054 

3 佐川町加茂毛田 2 0.054 

4 佐川町加茂毛田 3 0.053 

5 佐川町加茂岡 0.054 
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表 6.1.1(6) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

大気質 粉じん等 廃棄物及
び覆土材
の運搬に
用いる車
両の運行 

(1) 降下ばいじん量 
(2) 気象の状況 
・現地調査 

「建設機械の稼働に
係る二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質」と同じ。 

(1) 降下ばいじん 
廃棄物及び覆土材の運搬に用いる車両の運行に係る季

節別降下ばいじん量の予測の結果、予測値は 0.1 未満～
0.3t/km2/月となり、参考指標（10t/km2/月）を満足する
結果となっており、本事業による環境への影響は極めて
小さいと予測される。 

単位：t/km2/月 

番

号 
予測地点 工種 

予測値 参考 

指標※ 春季 夏季 秋季 冬季 

1 
佐川町 

加茂毛田3 

土砂 

運搬 
0.1 0.3 0.2 

0.1

未満 
10 

※環境を保全する上での降下ばいじん量は、スパイクタイヤ粉じんにおけ

る生活環境の保全が必要な地域の指標とした 20t/km2/月が目安と考えら

れる。一方、降下ばいじんの比較的高い地域の値は 10t/km2/月である。

評価においては、建設機械の稼働による寄与を対象としているところか

ら、これらの差である 10t/km2/月を参考とした。 

 

廃棄物及び覆土材の運搬に伴う
車両の運行に伴い発生する粉じん
等について、事業の実施による影
響を、事業者により実行可能な範
囲内でできる限り回避又は低減す
るため、候補地選定の段階から、
人家までの距離等を評価項目と
し、建設予定地を決定している。
また、工事中は、散水及び工事の
分散に努めることとしている。さ
らに、クローズド型システムの採
用により覆蓋等による低減効果も
見込まれる。 
また、予測の結果、予測地点で

参考値を満足する結果となってお
り、環境への影響は極めて小さい
と予測されている。従って、個別
の環境保全措置の検討は行わない
こととする。 
 

予測手法は、その予測精度に係
る知見が十分に蓄積されていると
判断でき、予測の不確実性は小さ
いことから、事後調査は実施しな
い。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
廃棄物及び覆土材の運搬に伴う

車両の運行に係る粉じん等につい
て、候補地選定の段階から良好な
生活環境を保持するため、人家ま
での距離等を評価項目とし、建設
予定地を決定し、環境影響をでき
る限り回避させた計画としてい
る。また、工事中は、散水及び工
事の分散に努めることとしてい
る。 
従って、環境への影響は事業者

の実行可能な範囲内でできる限り
回避又は低減されると評価する。 
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表 6.1.1(7) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

大気質 粉じん等 埋立・覆
土機械の
稼働 

(1) 降下ばいじん量 
(2) 気象の状況 
・現地調査 

「建設機械の稼働に
係る二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質」と同じ。 

(1) 降下ばいじん 
埋立・覆土機械の稼働に係る季節別降下ばいじん量の

予測の結果、予測値は 0.1 未満～1.6t/km2/月となり、
参考指標（10t/km2/月）を満足する結果となっており、
本事業による環境への影響は極めて小さいと予測され
る。 

単位：t/km2/月 

番

号 
予測地点 工種 

予測値 参考 

指標※ 春季 夏季 秋季 冬季 

1 
佐川町 

加茂毛田3 

法面

整形 

0.1

未満 

0.1

未満 

0.1

未満 

0.1

未満 
10 

2 
佐川町 

加茂毛田5 

法面

整形 
0.7 1.6 0.9 0.2 

※環境を保全する上での降下ばいじん量は、スパイクタイヤ粉じんにお

ける生活環境の保全が必要な地域の指標とした 20t/km2/月が目安と考

えられる。一方、降下ばいじんの比較的高い地域の値は 10t/km2/月で

ある。評価においては、建設機械の稼働による寄与を対象としている

ところから、これらの差である 10t/km2/月を参考とした。 

 

埋立・覆土機械の稼働に伴い発
生する粉じん等について、事業の
実施による影響を、事業者により
実行可能な範囲内でできる限り回
避又は低減するため、候補地選定
の段階から、人家までの距離等を
評価項目とし、建設予定地を決定
している。また、工事中は、散水
及び工事の分散に努めることとし
ている。さらに、クローズド型シ
ステムの採用により覆蓋等による
低減効果も見込まれる。 
また、予測の結果、全ての予測

位置で参考値を満足する結果とな
っており、環境への影響は極めて
小さいと予測されている。従って、
個別の環境保全措置の検討は行わ
ないこととする。 
 

予測手法は、その予測精度に係
る知見が十分に蓄積されていると
判断でき、予測の不確実性は小さ
いことから、事後調査は実施しな
い。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
埋立・覆土機械の稼働に係る粉

じん等について、候補地選定の段
階から良好な生活環境を保持する
ため、人家までの距離等を評価項
目とし、建設予定地を決定し、環
境影響をできる限り回避させた計
画としている。また、工事中は、
散水及び工事の分散に努めること
としている。 
従って、環境への影響は事業者

の実行可能な範囲内でできる限り
回避又は低減されると評価する。 
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表 6.1.1(8) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

騒音 騒音 建設機械
の稼働 

(1) 騒音レベル 
・現地調査 

単位：dB 

番

号 

現地調査 

地点 

時間

帯 

騒音レベル 

LAeq LA5 

1 
建設予定

地 

昼間 36 39 

夜間 30 

未満 

30 

未満 

2 
集落（直

近地点） 

昼間 44 47 

夜間 42 45 

3 
集落（代

表地点） 

昼間 42 45 

夜間 34 39 

4 
進入道路

1 

昼間 69 74 

夜間 61 65 

5 
進入道路

2 

昼間 70 76 

夜間 63 67 

6 
進入道路

3 

昼間 67 73 

夜間 59 64 
 

(1) 騒音レベル 
建設機械の稼働に係る騒音レベルの予測の結果、

「佐川町加茂毛田4」の予測値は82dBであり、基準
（85dB）を満足する結果となっている。また参考とし
て示した「佐川町加茂毛田3」の予測値は57dBであり、
基準（55dB）を超過する結果となったことから本事業
による環境への影響は小さいと予測される。 

 
○予測結果                 単位：dB 

番

号 
予測地点 

工事の

区分 
ユニット 

騒音レベル 

（LA5） 
基準※ 

2 
佐川町 

加茂毛田4 
掘削工 土砂掘削 82 85 

※基準とは、「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基

準」に示された数値である。 

 

○予測結果（参考）            単位：dB 

番

号 
予測地点 

工事の

区分 
ユニット 

騒音レベル 

（LAeq） 
基準※ 

1 
佐川町 

加茂毛田3 
掘削工 土砂掘削 57 55 

注）網掛け部は基準値を超過していることを示す。 

※基準とは、「騒音に係る環境基準について」の B 類型に示された数

値である。 
 

 

建設機械の稼働に伴い発生する騒音への
影響について、事業の実施による影響を、事
業者により実行可能な範囲内でできる限り
回避又は低減するため、候補地選定の段階か
ら、人家に近接した位置への道路整備を避け
た計画としているほか、低騒音型建設機械又
は超低騒音型建設機械を可能な限り採用す
ること、建設機械の集中稼働は、可能な限り
避けるように努めることとしている。 

また、予測の結果、環境基準の適用地域で
はないものの、予測位置のうち 1地点で参考
として示した値を超え、影響は小さいと予測
されたことから、事業者の実行可能な範囲内
で環境影響をできる限り回避又は低減させ
ることを目的として、環境保全措置を検討し
た。 
環境保全措置の検討にあたっては、複数案

の比較を行い、効果の不確実性及び他の環境
への影響を検討した結果、「防音シートの設
置」を採用した。 
環境保全措置を実施した結果、環境基準を

満足する結果となる。 
単位：dB 

番

号 

予測 

地点 

騒音レベル（LAeq） 

基準※ 

保全措置

なし 

保全措置

あり 
効果 

1 
佐川町 

加茂毛田3 
57 50 7.0 

昼間 

55 

※基準とは、「騒音に係る環境基準について」の B類型に示

された数値である。 

 

 

予測手法は、そ
の予測精度に係
る知見が十分に
蓄積されている
と判断でき、予測
の不確実性は小
さい。また、採用
した環境保全措
置についても効
果に係る知見が
十分に蓄積され
ていると判断で
き、効果の不確実
性はないことか
ら、事後調査は実
施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
建設機械の稼働に伴い発生する

騒音について、候補地選定の段階
から、良好な生活環境を保持する
ため、人家に近接した位置への道
路整備を避け、環境影響をできる
限り回避させた計画としている。 

以上より、事業の実施による影
響が、事業者により実行可能な範
囲内でできる限り回避されると評
価する。 
 

(2) 基準又は目標との整合性に係
る評価 

整合を図るべき基準又は目標と
の整合性に係る評価結果につい
て、全ての予測地点において基準
を満足しており、建設機械の稼働
に係る騒音は整合を図るべき基準
又は目標との整合が図られると評
価する。 
 
○評価結果        単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測

結果 

整 合 を図 る

べき基準 

または目標 

2 
佐川町 

加茂毛田4 
82 85 

 
○評価結果（参考）   単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測

結果 

整 合 を図 る

べき基準 

または目標 

1 
佐川町 

加茂毛田3 
50 55 
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表 6.1.1(9) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

騒音 騒音 資材、機
械及び建
設工事に
伴う副産
物の運搬
に用いる
車両の運
行 

(1) 騒音レベル 
・現地調査 

「建設機械の稼働に係
る騒音」と同じ。 

(1) 騒音レベル 
資材、機械及び建設工事に伴う副産物の運搬に用いる車両

の運行に係る騒音レベルの予測の結果、全ての予測位置にお
いて環境基準（昼間 70dB）を満足していることから、本事業
の実施による環境への影響は極めて小さいと予測される。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

騒音レベル 

（LA5） 騒音に係る

環境基準※2 
現況値※1 

工事用車両

による増分 

予測 

結果※1 

1 
佐川町 

甲蔵法院 1 
69 0.1 69 

昼間 70 

2 
佐川町 

甲蔵法院 2 
46 8.6 54 

3 
佐川町 

加茂毛田 1 
67 0.0 67 

4 
佐川町 

加茂毛田 2 
67 0.1 67 

5 
佐川町 

加茂岡 
67 0.1 67 

※1現況地及び予測結果は、工事実施時間を含めた 6:00～22:00の平均を示す。 

※2 騒音に係る環境基準は、幹線交通を担う道路に近接する空間における基準値

を示している。また、昼間は 6:00～22:00を指す。 

工事用車両の運行に伴い
発生する騒音について、事業
の実施による影響を、事業者
により実行可能な範囲内で
できる限り回避又は低減す
るため、工事用車両が既存の
一般道路を集中して走行し
ないように努めることなど
の環境配慮を検討すること
としている。 
また、予測の結果、全ての

予測位置で基準を満足する
結果となっており、環境への
影響は極めて小さいと予測
されている。従って、個別の
環境保全措置の検討は行わ
ないこととする。 

予測手法は、その予測精度
に係る知見が十分に蓄積さ
れていると判断でき、予測の
不確実性は小さいことから、
事後調査は実施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
工事用車両の運行に伴い発生する

騒音について、候補地選定の段階か
ら、良好な生活環境を保持するため、
人家に近接した位置への道路整備を
避ける等、環境影響をできる限り回
避させた計画としているほか、工事
用車両が既存の一般道路を集中して
走行しないように努めることなどの
環境配慮を検討することとしている。 
また、環境保全措置として、走行

速度の抑制を実施することしてい
る。 
以上より、事業の実施による影響

が、事業者により実行可能な範囲内
でできる限り回避又は低減されると
評価する。 
 

(2) 基準又は目標との整合性の検討 
整合を図るべき基準又は目標との

整合性に係る評価結果について、全
ての予測地点において、工事用車両
の運行に係る騒音は整合を図るべき
基準又は目標との整合が図られると
評価する。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測 

結果 

整合を図る

べき基準 

または目標 

1 
佐川町 

甲蔵法院 1 
69 

昼間 

70 

2 
佐川町 

甲蔵法院 2 
54 

3 
佐川町 

加茂毛田 1 
67 

4 
佐川町 

加茂毛田 2 
67 

5 
佐川町 

加茂岡 
67 
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表 6.1.1(10) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

騒音 騒音 埋立・覆
土機械の
稼働 

(1) 騒音レベル 
・現地調査 

「建設機械の稼働に係
る騒音」と同じ。 

(1) 騒音レベル 
埋立・覆土機械の稼働に係る騒音レベルの予測の結果、

予測位置にて基準（85dB）を満足していることから、本
事業の実施による環境への影響は極めて小さいと予測さ
れる。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

工事の

区分 
ユニット 

騒音レベル 

（LAeq） 
基準※ 

1 
佐川町 

加茂毛田 5 

法面 

整形工 

法面整形 

(盛土部) 
55 85 

※基準とは、「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」に

示された数値である。 

 

埋立・覆土機械の稼働に伴い
発生する騒音への影響につい
て、事業の実施による影響を、
事業者により実行可能な範囲内
でできる限り回避又は低減する
ため、候補地選定の段階から、
人家までの距離等を評価項目と
し、建設予定地を決定している
ほか、低騒音型建設機械又は超
低騒音型建設機械を可能な限り
採用すること、埋立・覆土機械
の集中稼働は、可能な限り避け
るように努めることとしてい
る。さらに、クローズド型シス
テムの採用により覆蓋等による
低減効果も見込まれる。 
また、予測の結果、全ての予

測位置で基準を満足する結果と
なっており、環境への影響は極
めて小さいと予測されている。
従って、個別の環境保全措置の
検討は行わないこととする。 

予測手法は、その予測精度に
係る知見が十分に蓄積されてい
ると判断でき、予測の不確実性
は小さいことから、事後調査は
実施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
埋立・覆土機械の稼働に伴い発生

する騒音について、候補地選定の段
階から、良好な生活環境を保持する
ため、人家までの距離等を評価項目
とし、建設予定地を決定し、環境影
響をできる限り回避させた計画と
している。 
以上より、事業の実施による影響

が、事業者により実行可能な範囲内
でできる限り回避されると評価す
る。 
 

(2) 基準又は目標との整合性の検
討 

整合を図るべき基準又は目標と
の整合性に係る評価結果について、
予測地点において、埋立・覆土の稼
働に係る騒音は整合を図るべき基
準又は目標との整合が図られると
評価する。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測 

結果 

整合を図

るべき 

基準また

は目標 

1 
佐川町 

加茂毛田 5 
55 85 
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表 6.1.1(11) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

騒音 騒音 浸出水処
理施設の
稼働 

(1) 騒音レベル 
・現地調査 

単位：dB 

番

号 

現地調査 

地点 
時間帯 

騒音 

レベル 

LA5 

1 建設予定地 

朝 43 

昼間 40 

夕 32 

夜間 30未満 

2 
集落（直近

地点） 

朝 9 

昼間 48 

夕 46 

夜間 45 

3 
集落（代表

地点） 

朝 46 

昼間 45 

夕 42 

夜間 39 

4 進入道路 1 

朝 76 

昼間 74 

夕 73 

夜間 65 

5 進入道路 2 

朝 78 

昼間 76 

夕 74 

夜間 67 

6 進入道路 3 

朝 73 

昼間 73 

夕 71 

夜間 64 
 

(1) 騒音レベル 
浸出水処理施設の稼働に係る騒音レベ

ルの予測の結果、施設から発生する騒音は
非常に小さいものとなり、合成後の騒音は
施設稼働前と変化がなく基準を満足する
と予測された。 
以上を踏まえると、本事業の実施による

環境への影響は極めて小さいと予測され
る。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測結果 

（LA5） 
基準※ 

1 
佐川町 

加茂毛田 5 

昼間 49 昼間 
65 

以下 

朝夕 48 朝夕 
60 

以下 

夜間 46 夜間 
55 

以下 

注）時間帯は、朝 6:00～8:00、昼間 8:00～19:00、夕

19:00～22:00、夜間 22:00～6:00 

※基準とは、「昭和 47 年 5 月高知県告示第 278 号第三

種区域に示された数値」である。 

浸出水処理施設の稼働に
伴い発生する騒音への影響
について、事業の実施による
影響を、事業者により実行可
能な範囲内でできる限り回
避又は低減するため、候補地
選定の段階から、人家までの
距離等を評価項目とし、建設
予定地を決定しているほか、
可能な限り集落等の保全対
象に近づけて設置しないよ
うに努めることとしている。 
また、予測の結果、全ての

予測位置で基準を満足する
結果となっており、環境への
影響は極めて小さいと予測
されている。従って、個別の
環境保全措置の検討は行わ
ないこととする。 

予測手法は、その予測精度
に係る知見が十分に蓄積さ
れていると判断でき、予測の
不確実性は小さいことから、
事後調査は実施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
浸出水処理施設の稼働に伴い発生する騒

音について、候補地選定の段階から、良好な
生活環境を保持するため、人家までの距離等
を評価項目とし、建設予定地を決定し、環境
影響をできる限り回避させた計画としてい
る。 
以上より、事業の実施による影響が、事業

者により実行可能な範囲内でできる限り回
避されると評価する。 
 

(2) 基準又は目標との整合性の検討 
整合を図るべき基準又は目標との整合性

に係る評価結果について、浸出水処理施設の
稼働に係る騒音は整合を図るべき基準又は
目標との整合が図られると評価する。 

 
単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測結果 

（LA5） 

整合を図るべ

き基準または

目標 

1 
佐川町 

加茂毛田 5 

昼間 49 昼間 
65 

以下 

朝夕 48 朝夕 
60 

以下 

夜間 46 夜間 
55 

以下 
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表 6.1.1(12) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

騒音 騒音 廃棄物及
び覆土材
の運搬に
用いる車
両の運行 

(1) 騒音レベル 
・現地調査 

「建設機械の稼働に
係る騒音」と同じ。 

(1) 騒音レベル 
廃棄物及び覆土材の運搬に用いる車両の運行に係る騒音レベ

ルの予測の結果、全ての予測位置において基準を満足しているこ
とから、本事業の実施による環境への影響は極めて小さいと予測
される。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

騒音レベル 

（LA5） 

環境基準※2 

現況値※1 

工事用車

両による

増分 

予測 

結果※1 

1 
佐川町 

甲蔵法院 1 
69 0.3 69 

幹線交通を担

う道路に近接

する空間 

昼間 70 

2 
佐川町 

甲蔵法院 2 
67 0.3 67 

3 
佐川町 

加茂毛田 1 
67 0.3 67 

4 
佐川町 

加茂毛田 2 
44 0.3 45 

昼間 55 

（B類型相当） 

5 
佐川町 

加茂岡 
67 0.3 67 

幹線交通を担

う道路に近接

する空間 

昼間 70 

※1現況地及び予測結果は、工事実施時間を含めた 6:00～22:00の平均を示す。 

※2騒音に係る環境基準の昼間は 6:00～22:00を指す。 

運搬車両の運行に伴い発
生する騒音について、事業の
実施による影響を、事業者に
より実行可能な範囲内でで
きる限り回避又は低減する
ため、運搬車両が既存の一般
道路を集中して走行しない
ように努めることなどの環
境配慮を検討することとし
ている。 
また、予測の結果、全ての

予測位置で基準を満足する
結果となっており、環境への
影響は極めて小さいと予測
されている。従って、個別の
環境保全措置の検討は行わ
ないこととする。 

予測手法は、その予測精度
に係る知見が十分に蓄積さ
れていると判断でき、予測の
不確実性は小さいことから、
事後調査は実施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
運搬車両の運行に伴い発生する騒音

について、候補地選定の段階から、良
好な生活環境を保持するため、人家に
近接した位置への道路整備を避ける
等、環境影響をできる限り回避させた
計画としているほか、運搬車両が既存
の一般道路を集中して走行しないよう
に努めることなどの環境配慮を検討す
ることとしている。 
また、環境保全措置として、走行速

度の抑制を実施することしている。 
以上より、事業の実施による影響が、

事業者により実行可能な範囲内ででき
る限り回避又は低減されると評価す
る。 
 

(2) 基準又は目標との整合性の検討 
整合を図るべき基準又は目標との整

合性に係る評価結果について、全ての
予測地点において、運搬車両の運行に
係る騒音は整合を図るべき基準又は目
標との整合が図られると評価する。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測 

結果 

整 合 を図 る

べ き 基準 ま

たは目標 

1 
佐川町 

甲蔵法院 1 
69 

昼間 70 2 
佐川町 

甲蔵法院 2 
67 

3 
佐川町 

加茂毛田 1 
67 

4 
佐川町 

加茂毛田 2 
45 昼間 55 

5 
佐川町 

加茂岡 
67 昼間 70 
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表 6.1.1(13) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

振動 振動 建設機械
の稼働 

(1) 振動レベル 
・現地調査 

単位：dB 

番

号 

現地調査 

地点 
時間帯※ 

振動レベル 

L10 Lmax 

1 建設予定地 

昼間 30 

未満 

30 

未満 

夜間 30 

未満 

30 

未満 

2 
集落（直近

地点） 

昼間 30 

未満 

30 

未満 

夜間 30 

未満 

30 

未満 

3 
集落（代表

地点） 

昼間 30 

未満 

30 

未満 

夜間 30 

未満 

30 

未満 

4 進入道路 1 

昼間 31 54 

夜間 30 

未満 
49 

5 進入道路 2 

昼間 30 53 

夜間 30 

未満 
42 

6 進入道路 3 

昼間 30 50 

夜間 30 

未満 
45 

※時間帯は、昼間は 8:00～19:00、夜間は 19:00

～翌 8:00である。 

(1) 振動レベル 
建設機械の稼働に係る振動レベルの予測の結果、全

ての予測位置において、基準を満足していることから、
本事業の実施による環境への影響は極めて小さいと予
測される。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

工事の

区分 
ユニット 

振動レベル 

（L10） 
基準※ 

1 
佐川町 

加茂毛田3 
掘削工 土砂掘削 35 

75 

2 
佐川町 

加茂毛田4 
掘削工 土砂掘削 50 

※基準とは、「振動規制法施行規則（昭和 51年総理府令第 58号）」に示

された数値である。 
 

 

建設機械の稼働に伴い発
生する振動について、事業の
実施による影響を、事業者に
より実行可能な範囲内でで
きる限り回避又は低減する
ため、候補地選定の段階か
ら、人家までの距離等を評価
項目とし、建設予定地を決定
しているほか、低振動型建設
機械を可能な限り採用する
こと、及び建設機械の集中稼
働は、可能な限り避けるよう
に努めることなどの環境配
慮を検討することとしてい
る。 
また、予測の結果、全ての

予測位置で基準を満足する
結果となっており、環境への
影響は極めて小さいと予測
されている。従って、個別の
環境保全措置の検討は行わ
ないこととする。 

予測手法は、その予測精度
に係る知見が十分に蓄積さ
れていると判断でき、予測の
不確実性は小さいことから、
事後調査は実施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
建設機械の稼働に伴い発生する

振動について、候補地選定の段階
から、良好な生活環境を保持する
ため、人家に近接した位置への道
路整備を避け、環境影響をできる
限り回避させた計画としている。 

また、低振動型建設機械を可能
な限り採用すること、及び建設機
械の集中稼働は、可能な限り避け
るように努めることなどの環境配
慮を検討することとしている。 

以上より、事業の実施による影
響が、事業者により実行可能な範
囲内でできる限り回避又は低減さ
れると評価する。 
 

(2) 基準又は目標との整合性に係
る評価 

整合を図るべき基準又は目標と
の整合性に係る評価結果につい
て、全ての予測地点において、建
設機械の稼働に係る振動は整合を
図るべき基準又は目標との整合が
図られると評価する。 
 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測

結果 

整 合 を図 る

べき基準 

または目標 

1 
佐川町 

加茂毛田3 
35 

75 

2 
佐川町 

加茂毛田4 
50 
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表 6.1.1(14) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

振動 振動 資材、機
械及び建
設工事に
伴う副産
物の運搬
に用いる
車両の運
行 

(1) 振動レベル 
・現地調査 

「建設機械の稼働に係
る振動」と同じ。 

(1) 振動レベル 
資材、機械及び建設工事に伴う副産物の運搬に用いる車両

の運行に係る振動レベルの予測の結果、全ての予測位置にお
いて基準を満足していることから、本事業の実施による環境
への影響は極めて小さいと予測される。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

振動レベル 

（L10） 道路交通 

振動の限度※2 
現況値※1 

工事用車両

による増分 

予測 

結果※1 

1 
佐川町 

甲蔵法院 1 
31 0.1 31 

65 

2 
佐川町 

甲蔵法院 2 
31 0 31 

3 
佐川町 

加茂毛田 1 
30 0.2 30 

4 
佐川町 

加茂毛田 2 
30 0.2 30 

5 
佐川町 

加茂岡 
30 0.2 30 

注 1）振動レベルは、想定される工事実施時間（8時～17時）の平均値である。 

注 2）No.3～No.5 の現況値は、測定の結果＜30 であったため、30dB として計算

した。 

※1現況地及び予測結果は、工事実施時間を含めた 8:00～19:00の平均を示す。 

※2道路交通振動の要請限度は、「振動規制法施行規則（昭和 51年総理府令第 58

号）」の第 1 種区域の基準値を示している。また、昼間は 8:00～19:00 を指

す。 
 

 

資材、機械及び建設工事に伴
う副産物の運搬に用いる車両
の運行に伴い発生する振動に
ついて、事業の実施による影響
を、事業者により実行可能な範
囲内でできる限り回避又は低
減するため、工事用車両が既存
の一般道路を集中して走行し
ないように努めることなどの
環境配慮を検討することとし
ている。 

また、予測の結果、全ての予
測位置で基準を満足する結果
となっており、環境への影響は
極めて小さいと予測されてい
る。従って、個別の環境保全措
置の検討は行わないこととす
る。 

予測手法は、その予測精度
に係る知見が十分に蓄積され
ていると判断でき、予測の不
確実性は小さいことから、事
後調査は実施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
資材及び機械の運搬車両の走行

に伴い発生する振動について、工
事用車両が既存の一般道路を集中
して走行しないように努めること
などの環境配慮を検討することと
する。 
以上より、事業の実施による影

響が、事業者により実行可能な範
囲内でできる限り低減されると評
価する。 

 
(2) 基準又は目標との整合性に係

る評価 
整合を図るべき基準又は目標と

の整合性に係る評価結果につい
て、予測地点において、埋立・覆
土機械の稼働に係る振動は整合を
図るべき基準又は目標との整合が
図られると評価する。 
 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測

結果 

整合を図る

べき基準 

または目標 

1 
佐川町 

甲蔵法院 1 
31 

65 

2 
佐川町 

甲蔵法院 2 
31 

3 
佐川町 

加茂毛田 1 
30 

4 
佐川町 

加茂毛田 2 
30 

5 
佐川町 

加茂岡 
30 
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表 6.1.1(15) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

振動 振動 埋立・覆
土用機械
の稼働 

(1) 振動レベル 
・現地調査 

「建設機械の稼働に
係る振動」と同じ。 

(1) 振動レベル 
埋立・覆土用機械の稼働に係る振動レベルの予測の結

果、予測位置において基準を満足することとなったこと
から、本事業の実施による環境への影響は極めて小さい
と予測される。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

工事の

区分 
ユニット 

振動レベル 

（L10） 
基準※ 

1 
佐川町 

加茂毛田5 

法面 

整形工 

法面整形 

(掘削部) 
30未満 75 

※基準とは、「振動規制法施行規則（昭和 51 年総理府令第 58 号）」に示さ

れた数値である。 
 

 

埋立・覆土機械の稼働に伴い発
生する振動について、事業の実施
による影響を、事業者により実行
可能な範囲内でできる限り回避
又は低減するため、候補地選定の
段階から、人家までの距離等を評
価項目とし、建設予定地を決定し
ているほか、低振動型建設機械を
可能な限り採用すること、及び埋
立・覆土機械の集中稼働は、可能
な限り避けるように努めること
などの環境配慮を検討すること
としている。 
また、予測の結果、全ての予測

位置で基準を満足する結果とな
っており、環境への影響は極めて
小さいと予測されている。従っ
て、個別の環境保全措置の検討は
行わないこととする。 

予測手法は、その予測精度に係
る知見が十分に蓄積されている
と判断でき、予測の不確実性は小
さいことから、事後調査は実施し
ない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
埋立・覆土機械の稼働に伴い発

生する振動について、候補地選定
の段階から、良好な生活環境を保
持するため、人家までの距離等を
評価項目とし、建設予定地を決定
し、環境影響をできる限り回避さ
せた計画としている。 
また、低振動型建設機械を可能

な限り採用すること、及び建設機
械の集中稼働は、可能な限り避け
るように努めることなどの環境配
慮を検討することとしている。 
以上より、事業の実施による影

響が、事業者により実行可能な範
囲内でできる限り回避又は低減さ
れると評価する。 
 

(2) 基準又は目標との整合性に係
る評価 

整合を図るべき基準又は目標と
の整合性に係る評価結果につい
て、全ての予測地点において、建
設機械の稼働に係る振動は整合を
図るべき基準又は目標との整合が
図られると評価する。 
 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測

結果 

整合を図る

べき基準 

または目標 

1 
佐川町 

加茂毛田 5 

30 

未満 
75 
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表 6.1.1(16) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

振動 振動 浸出水処
理施設の
稼働 

(1) 振動レベル 
・現地調査 

「建設機械の稼働に
係る振動」と同じ。 

(1) 振動レベル 
浸出水処理施設の稼働に係る振動レベルの予測

の結果、予測位置において基準を満足することとな
ったことから、本事業の実施による環境への影響は
極めて小さいと予測される。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 振動レベル（L10） 基準※ 

1 
佐川町 

加茂毛田5 

昼間 30未満 

夜間 30未満 

昼間 65以下 

夜間 60以下 

注）時間帯は、昼間 8:00～19:00、夜間 19:00～8:00 

※基準は、「特定工場等の振動の規制基準（高知県）」の第二種区域

に示された数値である。 
 

 

浸出水処理施設の稼働に伴い発生
する振動について、事業の実施による
影響を、事業者により実行可能な範囲
内でできる限り回避又は低減するた
め、候補地選定の段階から、人家まで
の距離等を評価項目とし、建設予定地
を決定している。 
また、予測の結果、全ての予測位置

で基準を満足する結果となっており、
環境への影響は極めて小さいと予測
されている。従って、個別の環境保全
措置の検討は行わないこととする。 

予測手法は、その予測精度
に係る知見が十分に蓄積さ
れていると判断でき、予測の
不確実性は小さいことから、
事後調査は実施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
浸出水処理施設の稼働に伴い発生す

る振動について、対象施設は位置及び基
本構造の検討段階から、良好な生活環境
を保持するため、人家までの距離等を評
価項目とし、建設予定地を決定し、環境
影響をできる限り回避させた計画であ
る。 
以上より、事業の実施による影響が、

事業者により実行可能な範囲内ででき
る限り回避されると評価する。 
 

(2) 基準又は目標との整合性に係る評
価 

整合を図るべき基準又は目標との整
合性に係る評価結果について、予測地点
において、浸出水処理施設の稼働に係る
振動は整合を図るべき基準又は目標と
の整合が図られると評価する。 
 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測 

結果 

整合を図る

べき基準 

または目標 

1 
佐川町 

加茂毛田 5 

昼間 
30 

未満 
65以下 

夜間 
30 

未満 
60以下 
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表 6.1.1(17) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

振動 振動 廃棄物及
び覆土材
の運搬に
用いる車
両の運行 

(1) 振動レベル 
・現地調査 

「建設機械の稼働に係
る振動」と同じ。 

(1) 振動レベル 
廃棄物及び覆土材の運搬に用いる車両の運行に係る振動レ

ベルの予測の結果、全ての予測位置において基準を満足する
こととなったことから、本事業の実施による環境への影響は
極めて小さいと予測される。 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

振動レベル 

（L10） 道路交通 

振動の限度※2 
現況値※1 

運搬車両に

よる増分 

予測 

結果※1 

1 
佐川町 

甲蔵法院 1 
31 0.6 32 

65 

2 
佐川町 

加茂毛田 1 
31 0.6 32 

3 
佐川町 

加茂毛田 2 
30 0.6 31 

4 
佐川町 

加茂毛田 3 
30 0.6 31 

5 
佐川町 

加茂岡 
30 0.7 31 

注 1）振動レベルは、想定される埋立・覆土作業が行われる時間（8 時～17 時）

の平均値である。 

注 2）No.3～No.5 の現況値は、測定の結果＜30 であったため、30dB として計算

した。 

※1現況地及び予測結果は、工事実施時間を含めた 8:00～19:00の平均を示す。 

※2 道路交通振動の要請限度は、第 1 種区域の基準値を示している。また、昼間

は 8:00～19:00を指す。 
 

 

運搬車両の運行に伴い発生
する振動について、事業の実施
による影響を、事業者により実
行可能な範囲内でできる限り
回避又は低減するため、運搬車
両が既存の一般道路を集中し
て走行しないように努めるこ
となどの環境配慮を検討する
こととしている。 
また、予測の結果、全ての予

測位置で基準を満足する結果
となっているおり、環境への影
響は極めて小さいと予測され
ている。従って、個別の環境保
全措置の検討は行わないこと
とする。 

予測手法は、その予測精度
に係る知見が十分に蓄積され
ていると判断でき、予測の不
確実性は小さいことから、事
後調査は実施しない。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
運搬車両の走行に伴い発生する

振動について、運搬車両が既存の
一般道路を集中して走行しないよ
うに努めることなどの環境配慮を
検討することとする。 
以上より、事業の実施による影

響が、事業者により実行可能な範
囲内でできる限り低減されると評
価する。 

 
(2) 基準又は目標との整合性に係

る評価 
整合を図るべき基準又は目標と

の整合性に係る評価結果につい
て、全ての予測地点において、運
搬車両の運行に係る振動は整合を
図るべき基準又は目標との整合が
図られると評価する。 
 

単位：dB 

番

号 
予測地点 

予測

結果 

整合を図る

べき基準 

または目標 

1 
佐川町 

甲蔵法院 1 
32 

65 

2 
佐川町 

加茂毛田 1 
32 

3 
佐川町 

加茂毛田 2 
31 

4 
佐川町 

加茂毛田 3 
31 

5 
佐川町 

加茂岡 
31 
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表 6.1.1(18) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

悪臭 悪臭 廃棄物の
存在・分
解 

(1) 特定悪臭物質・臭気指数 
・現地調査 
 

調査項目 単位 
調査地点 規制基準※ 

1.建設予定地 2.長竹公民館前 第一種区域 第二種区域 

アンモニア ppm 0.2 0.2 1 5 

メチルメルカプタン ppm <0.0002 <0.0002 0.002 0.01 

硫化水素 ppm <0.002 <0.002 0.02 0.2 

硫化メチル ppm <0.01 <0.01 0.01 0.2 

二硫化メチル ppm <0.0009 <0.0009 0.009 0.1 

トリメチルアミン ppm <0.0005 <0.0005 0.005 0.07 

アセトアルデヒド ppm <0.005 <0.005 0.05 0.5 

プロピオンアルデヒド ppm <0.005 <0.005 0.05 0.5 

ノルマルブチルアルデヒド ppm <0.0009 <0.0009 0.009 0.08 

イソブチルアルデヒド ppm <0.002 <0.002 0.02 0.2 

ノルマルバレルアルデヒド ppm <0.0009 <0.0009 0.009 0.05 

イソバレルアルデヒド ppm <0.0003 <0.0003 0.003 0.01 

イソブタノール ppm <0.09 <0.09 0.9 20 

酢酸エチル ppm <0.3 <0.3 3 20 

メチルイソブチルケトン  ppm <0.1 <0.1 1 6 

トルエン ppm <1.0 <1.0 10 60 

スチレン ppm <0.04 <0.04 0.4 2 

キシレン ppm <0.1 <0.1 1 5 

プロピオン酸 ppm <0.003 <0.003 0.03 0.2 

ノルマル酪酸 ppm <0.0001 <0.0001 0.001 0.006 

ノルマル吉草酸 ppm <0.00009 <0.00009 0.0009 0.004 

イソ吉草酸 ppm <0.0001 <0.0001 0.001 0.01 

臭気濃度（臭気指数） - 10未満 10未満 - - 

※「悪臭防止法による規制地域の指定等」（平成 7年 12月高知県告示第 689号、最終改正：
平成 24年 3月 高知県告示 253号）で指定されている悪臭物質の規制基準。 

(1) 特定悪臭物質・ 
臭気指数 

本施設に搬入予定の
廃棄物は、有害物や腐
敗物が含まれていない
等の受入基準を満たす
ものを受け入れるた
め、埋立時に悪臭が発
生するものではなく、
覆土する必要のないも
のである。 
本施設では、風雨に

さらされない屋根付き
の施設となっており、
埋め立てた廃棄物を定
期的に覆土していく計
画であることから、埋
立後、仮に悪臭が発生
しても周辺環境に影響
を与えることはないと
推測される。 
よって、本事業の実

施による環境への影響
はないと予測される。 
 

予測結果を踏まえ、
環境影響がない又は極
めて小さいと判断され
る場合以外にあたって
は、事業者の実行可能
な範囲内で環境影響を
できる限り回避又は低
減すること及び必要に
応じ損なわれる環境の
価値を代償することを
目的として環境保全措
置の検討を行う必要が
ある。 
予測の結果、本事業

の実施による悪臭に対
する環境への影響はな
いと予測されるが、受
入廃棄物の検査を厳格
化し、受入基準を満た
さない廃棄物の混入を
未然に防止することに
より、想定を上回る悪
臭の発生を回避する方
針とする。 

予測手法は、予測に
関する知見が十分に蓄
積されていると判断で
き、予測の不確実性は
小さいと考えられるこ
とから、事後調査は実
施しない。 

本事業は、基本構想
の検討段階から、周辺
に悪臭による影響を及
ぼさない廃棄物を対象
とすること、埋立地を
被覆施設で覆う構造と
することで、環境への
影響を回避させた計画
としている。加えて、
受入廃棄物の検査を厳
格化することにより、
悪臭の発生をさらに回
避又は低減を図る方針
である。 
従って、環境への影

響は事業者の実行可能
な範囲内で回避又は低
減されると評価する 
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表 6.1.1(19) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

水質 水の濁り 造成等の
施工 

(1) 水の汚れ、水の濁り、有害物質（環境基準等に
基づく項目） 

(2) 河川の流量 
・現地調査 
 

調査

地点 

調査結果概要 

水の流れ、水の濁り、有害物

質 

河川の流量 

（㎥/s） 

No.1 
全ての項目において基準等を満

足している。 
流量観測なし 

No.2 
大腸菌群数において基準を超過

している。 
0.00190～0.06900 

No.3 
大腸菌群数において基準を超過

している。 
0.00110～0.05100 

No.4 
大腸菌群数において基準を超過

している。 
0.00790～0.15000 

No.5 
大腸菌群数において基準を超過

している。 
0.03000～0.50000 

No.6 pHにおいて基準を超過している。 0.00320～0.07700 

No.7 pHにおいて基準を超過している。 0.00300～0.15000 

No.8 pHにおいて基準を超過している。 0.01500～0.16000 

No.9 pHにおいて基準を超過している。 0.00044～0.00900 

No.10 pHにおいて基準を超過している。 0.00041～0.02100 

No.11 
DOにおいて基準値未満、CODにお

いて基準を超過している。 

0.00002～0.00025 

(12～2月は測定不能) 

No.12 pHにおいて基準を超過している。 0.00210～0.01500 

No.13 pHにおいて基準を超過している。 0.00170～0.05300 

No.14 pHにおいて基準を超過している。 0.00710～0.11000 

No.15 pHにおいて基準を超過している。 0.01100～0.23000 

No.16 pHにおいて基準を超過している。 0.00980～0.25000 

 
 
 

(1) 発生地点における浮遊物質量 
日常的な降雨に対する雨水流出量に

お け る 浮 遊 物 質 量 の 初 期 濃 度
2,000mg/L は、参考値（農業用水基準
100mg/L、排水基準 200mg/L）を超過す
る。 

単位：mg/L 

番

号 
予測地点 

予測 

結果 
参考値※2 

No.2 東側の谷川 2000 

農業用水基

準：100 

 

排水基準：

200 

No.7 

東側の谷川 

(北側の谷川
と合流後) 

2000 

No.5 

長竹川 

(東・西側の谷
川合流後) 

対象外※1 

注）網掛け部は参考値を超過していることを示す。 

※1 改変区域から直接濁水が流入しないため対象

外。 

※2 参考値とは、「農業用水（水稲）基準（1970 年

農林省公害研究会）」、「排水基準を定める省令

（昭和 46 年総理府令第 35 号）」に示された数

値である。 

 
(2) 河川流入位置における浮遊物質量 
河川流入位置における浮遊物質量の

濃度は、17～141mg/L であり、No.2 及
び No.7 において環境基準（25mg/L）を
超過すると予測される。 

単位：mg/L 

番

号 
予測地点 

予測 

結果 

環境 

基準値※ 

No.2 東側の谷川 141 

25 

 

No.7 

東側の谷川 

(北側の谷川
と合流後) 

72 

No.5 

長竹川 

(東・西側の谷
川合流後) 

17 

注）網掛け部は参考値を超過していることを示す。 

※環境基準の指定はないため、流域の土地利用を踏

まえ A類型相当として予測値を比較した。 

 
 

   

予測の結果、予測地点では排水基
準の参考値及び河川の環境基準を
超えているため、事業者の実行可能
な範囲内で環境影響をできる限り
回避又は低減することを目的とし
て、「沈砂地の設置」を実施するこ
ととする。 
なお、環境影響をより低減するた

めの配慮として、必要に応じた仮締
め切りや切り回し水路の設置、裸地
をビニールシートで覆う、法面の早
期保護の実施に努める。 
また、環境保全措置を実施した場

合の予測結果及び環境保全措置の
効果は、参考値及び環境基準を満足
する結果となる。 
 

○発生地点        単位：mg/L 

番

号 
予測地点 

予測 

結果 
参考値※ 

No.2 東側の谷川 98.5 農業用水基

準：100 

排水基準：

200 

No.7 

東側の谷川 

(北側の谷
川 と 合 流
後) 

98.7 

※参考値とは、「農業用水（水稲）基準（1970

年農林省公害研究会）」、「排水基準を定める

省令（昭和 46 年総理府令第 35 号）」に示さ

れた数値である。 

 
○河川流入位置       単位：mg/L 

番

号 
予測地点 

予測 

結果 
環境基準※ 

No.2 東側の谷川 7.8 

25 
No.7 

東側の谷川 

(北側の谷
川 と 合 流
後) 

5.8 

※環境基準とは、「水質汚濁に係る環境基準に

ついて（昭和 49 年 12 月 18 日環境庁告示第

59号）」に示された数値である。 

予測手法は、そ
の予測精度に係
る知見が十分に
蓄積されており、
採用した環境保
全措置について
も効果に係る知
見が十分に蓄積
されていると判
断できるものの、
現地の水質デー
タの蓄積が不十
分であり、予測の
不確実性が残る
と考えられる。 
よって事後調

査を行うことに
よりデータを蓄
積し、水質変化の
把握を行う。 

(1) 回避又は低減に係る評価 
造成等の施工により濁水の発生

が想定される工事の実施にあたっ
ては、環境保全措置として「沈砂池
の設置」を実施する。さらに、必要
に応じた仮締め切りや切り回し水
路の設置、裸地をビニールシートで
覆う、法面の早期保護により、河川
等の公共用水域に直接濁水が流入
しないよう努める計画としている。 

従って、造成等の施工に係る水の
濁りの影響は、事業者により実行可
能な範囲内でできる限り低減され
ると評価する。 
 

(2) 基準等との整合性に係る評価 
整合を図るべき基準又は目標と

の整合性に係る評価結果について、
全ての予測地点において、造成等の
施工に係る水の汚れは整合を図る
べき基準又は目標との整合が図ら
れると評価する。 
 

○発生地点        単位：mg/L 

番

号 
予測地点 

予測 

結果 

整合を図る

べき基準 

または目標 

No.2 東側の谷川 98.5 農業用水基

準：100 

排水基準：

200 

No.7 

東側の谷川 

(北側の谷
川 と 合 流
後) 

98.7 

 
○河川流入位置      単位：mg/L 

番

号 
予測地点 

予測 

結果 

整合を図る

べき基準 

または目標 

No.2 東側の谷川 7.8 

25 
No.7 

東側の谷川 

(北側の谷
川 と 合 流
後) 

5.8 
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表 6.1.1(20) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

水質 水の濁り 浸出水処
理水の排
出 

(1) 水の汚れ、水の濁り、有害物質
（環境基準等に基づく項目） 

(2) 河川の流量 
・現地調査 

「造成等の施工に係る水の濁りに
係る水の濁り」と同じ。 
 
 
 

浸出水処理水の排出については、基本構想の段階から、循環再利用する計画となっており、公共用水域に排出する計画はない。また、管理棟等の利

用によって排出される生活系排水は、施設内の浄化槽にて適正に処理し公共用水域に接続して排出することから、公共用水域への影響は極めて小さい。 

従って、事業影響はないことに鑑み、浸出水処理水の排出に関する予測評価は行わない。 
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表 6.1.1(21) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

地下水 地下水の
流れ 

造成等の
施工 

(1) 地下水の水質（環境基準等に基づく項目） 
・現地調査 
 

調査

地点 
調査結果概要 

No.1 大腸菌において基準を超過している。 

No.2 一般細菌、大腸菌において基準を超過している。 

No.3 全ての項目において基準等を満足している。 

No.4 大腸菌において基準を超過している。 

No.5 全ての項目において基準等を満足している。 

 
(2) 建設予定地の水質 
・現地調査 

「造成等の施工に係る水の濁りに係る水の濁
り」、調査地点 No.1の結果と同じ。 

 
(3) 地下水の流れ 
・現地調査 

建設予定地中心のボーリング孔にトレーサー
を投入した結果、地下水は北北西から東に向けて
流れていることが確認された。 

また、流下時間は約 20 時間を要する結果とな
った。 
 
(4) 地下水位の状況 
・現地調査 

調査

地点 

高水位時 

地下水位標高(m) 

低水位時 

地下水位標高(m) 

No.1 170.13 155.60 

No.2 160.95 158.90 

No.3 160.71 150.79 

No.4 169.28 160.45 

No.5 170.57 161.60 

No.6 175.85 170.85 

No.7 157.55 151.17 

No.8 156.29 154.25 

No.9 170.81 167.72 

No.10 187.25 185.24 

No.11 184.44 182.43 

No.13 173.76 168.84 

No.14 189.14 184.22 

No.15 192.90 190.59 

No.16 206.04 203.73 

No.17 173.89 166.93 
 

埋立地造成による掘削は、地盤
（標高約 170m）から 12～30m 程
度掘削する計画としている。 
地下水標高は約 150～206m 付

近であり、掘削により一部の地下
水の流動や水質に影響を及ぼす
可能性が推測される。なお、事業
地付近の地山地下に存在すると
考えられる地下水量に対する工
事掘削により排出される地下水
量の割合は下表のとおりと予測
される。 
また、掘削等により発生する濁

水の一部が地下水に混入し、予測
地点に影響を及ぼす可能性が推
測される。 
 

検討時期 減少割合 

高水位時 

（7月） 
16.7% 

低水位時 

（11月） 
7.8% 

 
当該地の地下水は地上から浸

透して石灰岩の下層に蓄積され、
標高 115m 付近で地表に湧水とし
て湧出しており、予測地点の地下
水位（標高 50m以下）は湧水地点
の標高より低く、工事掘削による
地下水量の減少の影響をほとん
ど受けないことから、予測地点へ
の影響はごくわずかであると予
測される。 
また、掘削により発生する濁水

は可能な限り場外へ排出する計
画であり地下水に混入してもそ
の量は少なく四方に拡散される
ため予測地点への影響はごくわ
ずかであると予測される。 

よって、本事業の実施による環
境への影響は小さいと予測され
る。 

予測結果を踏まえ、環境影響が
ない又は極めて小さいと判断さ
れる場合以外にあたっては、事業
者の実行可能な範囲内で環境影
響をできる限り回避又は低減す
ること及び必要に応じ損なわれ
る環境の価値を代償することを
目的として環境保全措置の検討
を行う必要がある。 
予測の結果、造成等の施工によ

る地下水に対する環境への影響
の程度は、影響は小さいと予測さ
れており、個別の環境保全措置の
検討を行った。 
環境保全措置の検討結果は実

行可能で効果の確実性が見込ま
れる「沈砂池の設置」を採用した。 

予測手法は、予測に関する知見
が十分に蓄積されているものの、
現地の地下水水質データの蓄積
が不十分であり、予測の不確実性
が残ると考えられる。 
よって事後調査を実施するこ

とによりデータを蓄積し、地下水
水質変化の把握を行う。 

本事業は、候補地選定の段階か
ら、良好な生活環境を保持するた
め、水道水源までの距離等を評価
項目とし、建設予定地を決定し、
環境への影響を回避させた計画
としている。また、工事段階にお
いて、掘削等により発生した濁水
は、個別の環境保全措置として沈
砂池を設置したうえで可能な限
り場外へ排出するといった、環境
への影響を低減させた計画とし
ている。 

従って、環境への影響は事業者
の実行可能な範囲内でできる限
り回避又は低減されると評価す
る。 
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表 6.1.1(22) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

地下水 地下水の
流れ 

最終処分
場の存在 

(1) 地下水の水質（環境基準等に基
づく項目） 

(2) 建設予定地の水質 
(3) 地下水の流れ 
(4) 地下水位の状況 
・現地調査 
「造成等の施工に係る地下水の流

れ」と同じ。 
 

埋立地の底盤は、地下水の常時存
在する標高より低い場所に設置され
る計画となっている。 

埋立地の設置により、廃棄物埋立
後に散水することがあるため、廃棄
物に触れた水が地下に浸透し予測地
点の水質に影響を及ぼす可能性が推
測される。また、埋立箇所の地下水
の流動が変化し、予測地点の地下水
位に影響を及ぼす可能性が推測され
る。 
しかしながら、埋立地底盤には国

の基準を上回る遮水構造を設置する
とともに浸出水等集水施設を設置
し、浸出水を場外に排出しない構造
としている。また、埋立地には湧水
する地下水の集水施設を設置するこ
とで一部地下水の流動が変化する可
能性があるが設置前と概ね同様の状
況が維持できることから、埋立地の
設置による地下水への影響はないと
予測される。 

よって、本事業の実施による環境
への影響は極めて小さいと予測され
る。 

予測結果を踏まえ、環境影響がな
い又は極めて小さいと判断される場
合以外にあたっては、事業者の実行
可能な範囲内で環境影響をできる限
り回避・低減すること及び必要に応
じ損なわれる環境の価値を代償する
ことを目的として環境保全措置の検
討を行う必要がある。 
予測の結果、埋立地の設置による

地下水に対する環境への影響の程度
は、影響は極めて小さいと予測され
ている。従って、個別の環境保全措
置の検討は行わないこととする。 

予測手法は、予測に関する知見が
十分に蓄積されていると判断でき、
予測の不確実性は小さいと考えられ
るが、より安全側を考慮し、事後調
査を実施する。 

本事業は、候補地選定の段階から、
良好な生活環境を保持するため、人
家までの距離等を評価項目とし、建
設予定地を決定し、環境影響をでき
る限り回避させた計画としている。
また、施設の構造として、湧出した
地下水や浸出水は集水施設に集め適
切に処置するといった、環境への影
響を低減させた計画としている。 

従って、環境への影響は事業者の
実行可能な範囲内でできる限り回避
又は低減されると評価する。 
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表 6.1.1(23) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

地形及び
地質 

重要な地
形及び地
質（化石
産出地） 

造成等の
施工、最終
処分場の
存在 

・現地調査 
実施していない。 

建設予定地及び工事用道路周辺に
は化石産出地が広がっており、事業
による改変により化石産地の縮小が
懸念されるが、事業は化石産出地を
避けられた計画となっていること、
周辺に同様の化石産出地があるこ
と、建設予定地付近の産出地で採掘
される化石はすでに多くが保存され
ていることから、化石産地の縮小及
び化石の消失を最小限に抑えられる
と推測される。 
よって、本事業の実施による環境

への影響は極めて小さいと予測され
る。 

予測結果を踏まえ、環境影響がな
い又は極めて小さいと判断される場
合以外にあたっては、事業者の実行
可能な範囲内で環境影響をできる限
り回避・低減すること及び必要に応
じ損なわれる環境の価値を代償する
ことを目的として環境保全措置の検
討を行う必要がある。 
予測の結果、本事業の実施による

地形及び地質に対する環境への影響
の程度は、影響は極めて小さいと予
測された。このため、個別の環境保
全措置の検討は行わないこととす
る。 
 
【化石確認時の対処】 
1）化石確認後、工事業者は迅速に
事業者へ連絡 

2）事業者が有識者（佐川地質館職
員）に報告し、保全の必要性を
確認 

3）事業者が工事業者に対応を連絡 

予測に関する知見が十分に蓄積さ
れていると判断でき、予測の不確実
性は小さいと考えられることから、
事後調査は実施しない。 

本事業は、化石産出地を避けられ
た計画となっており、周辺には同様
の化石産地が存在していることも確
認している。また、有識者の意見に
おいても影響は極めて小さいとの見
解が得られており、環境への影響を
回避させた計画としている。 
従って、環境への影響は事業者の

実行可能な範囲内でできる限り回避
されると評価する。 
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表 6.1.1(24) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

動物 重要な種
及び注目
すべき生
息地 

造成等の
施工及び
最終処分
場の存在 

(1) 確認種 
・現地調査 
哺乳類：6目 10科 14種 
鳥類：11目 30科 73種 
両生類：2目 6科 10種 
爬虫類：2目 9科 13種 
昆虫類：20目 214科 840種 
陸産貝類：4目 19科 42種 
 
(2) 重要種 
・現地調査 
哺乳類：0種（ヒナコウモリ科） 
鳥類：23種 
両生類：2種 
爬虫類：2種 
昆虫類：10種 
陸産貝類：5種 

(1) 哺乳類 
確認されたヒナコウモリ科は以下の重要種の可能性があ

る。 
・ノレンコウモリ 
・クロホオヒゲコウモリ 
・モリアブラコウモリ 
事業の実施により重要な哺乳類の生息環境の一部が改変さ

れるが、事業では工事施工ヤードは極力用地内を利用し、工
事用道路は極力既存道路を利用するため、改変面積は一部に
限られること、確認場所周辺と同様の環境が広く存在してお
り、生息環境の改変面積は一部に限られることから生息環境
の縮小、消失の程度はわずかである。 
以上より工事の実施による影響及び処分場の存在による影

響は極めて小さいと予測される。 
 
(2) 鳥類 

事業の実施により重要な鳥類の生息環境の一部が改変され
るが、事業では工事施工ヤードは極力用地内を利用し、工事
用道路は極力既存道路を利用するため、改変面積は一部に限
られること、確認場所周辺と同様の環境が広く存在しており、
生息環境の改変面積は一部に限られることから生息環境の縮
小、消失の程度はわずかである。 

しかしながら 1 種（サシバ）については、建設予定地付近
で繁殖が確認されており、今後継続して同じ巣を利用する可
能性があることから、建設機械等の騒音による繁殖活動への
影響が発生すると推測される。また進入道路の通行に伴い発
生する運搬車両の騒音により、本種の繁殖活動への影響が発
生すると推測される。 
以上より 1 種については、工事の実施による影響及び処分

場の存在による影響は大きいと予測される。 
上記以外の種については、生息環境の縮小、消失の程度は

わずかであることから工事の実施による影響及び処分場の存
在による影響は極めて小さいと予測される。 
 

(3) 両生類 
事業の実施により重要な両生類の生息環境の一部が改変さ

れるが、事業では工事施工ヤードは極力用地内を利用し、工
事用道路は極力既存道路を利用するため、改変面積は一部に
限られること、確認場所周辺と同様の環境が広く存在してお
り、生息環境の改変面積は一部に限られることから生息環境
の縮小、消失の程度はわずかである。 
また沈砂池を設け濁水の流出対策をすること、周辺の類似

環境には本種が多数生息していると推測されることから生息
環境への質的影響はわずかである。 
以上より工事の実施による影響及び処分場の存在による影

響は極めて小さいと予測される。 
 

予測結果を踏まえ、環境影
響がない又は極めて小さいと
判断される場合以外にあたっ
ては、事業者の実行可能な範
囲内で環境影響をできる限り
回避又は低減すること及び必
要に応じ損なわれる環境の価
値を代償することを目的とし
て環境保全措置の検討を行う
必要がある。 
予測の結果、本事業の実施

による動物の予測対象種 43種
に対する環境への影響の程度
は、1 種が影響は大きい、42
種が影響は極めて小さいと予
測された。 
影響は大きいと予測された

1種について、環境保全措置を
検討した。 
環境保全措置の検討結果は

実行可能で効果の確実性が見
込まれる「繁殖期を避けた施
工」、「段階的な施工の実施（コ
ンディショニング）」、「防音シ
ートの採用」を採用すること
とした。 

 
○繁殖期を避けた施工 

工事の実施に際して、繁殖
期を避けた施工を行うことに
より、繁殖活動への影響を低
減できる。 
 

○段階的な施工の実施（コン
ディショニング） 
段階的な施工の実施によ

り、建設機械の稼働に伴い発
生する騒音を馴化させること
により、繁殖活動への影響を
低減できる。 
 

○防音シートの採用 
遮蔽効果により、騒音を低

減でき、繁殖活動への影響を
低減できる。 
 

重要な動物の生息環境の消
失、縮小、移動阻害、生息環
境の質的変化の影響について
は、事業実施による改変区域
と重要な種の確認位置や生息
環境との重ね合わせや生態学
的知見及び類似事例を参考に
予測を行っていることから、
予測の不確実性は小さい。 
また、今後、対象施設周辺

で繁殖を行う可能性があるサ
シバについては、工事実施前
に繁殖状況調査を実施し、有
識者等の意見及び指導を得な
がら必要に応じ繁殖期を避け
た施工等の環境保全措置を採
用する。さらに、工事実施段
階における猛禽類の巣の位置
に応じて、環境保全措置の内
容をより詳細にする必要があ
り、一部の環境保全措置につ
いては効果の不確実性がある
ことから、有識者等の意見及
び指導を得ながら、事業実施
区域及びその周辺において、
工事実施前、工事実施中及び
工事後に事後調査を行う。 

造成等の施工及び処分場の
存在に伴う動物への影響につ
いて、候補地選定の段階から、
希少野生動物の生息地の保全
に配慮しながら、建設予定地
を決定しており、重要な動物
の保全の観点を踏まえ環境影
響をできる限り回避させた計
画としている。また、工事施
工ヤードは極力用地内を利用
し、工事用道路は極力既存道
路を利用するなど、環境影響
をできる限り低減させた計画
としている。更に、掘削によ
り発生する濁水は沈砂池を設
けることによりその発生を可
能な限り抑制する計画として
いる。 
以上より、事業の実施によ

る環境影響は、事業者により
実行可能な範囲内でできる限
り回避又は低減されると評価
する。 
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表 6.1.1(25) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

動物 重要な種
及び注目
すべき生
息地 

造成等の
施工及び
最終処分
場の存在 

 (4) 爬虫類 
事業の実施によって重要な爬虫類の生息環境は改変されな

い。事業では工事施工ヤードは極力用地内を利用し、工事用道路

は極力既存道路を利用するため、改変面積は一部に限られるこ

と、確認場所周辺と同様の環境が広く存在しており、生息環
境の改変面積は一部に限られることから生息環境の縮小、消
失の程度はわずかである。 
また沈砂池を設け濁水の流出対策をすることから生息環境

への質的影響はわずかである。 
以上より工事の実施による影響及び処分場の存在による影

響は極めて小さいと予測される。 
 

(5) 昆虫類 
事業の実施によって、重要な昆虫類のうち 2 種は生息環境

が改変されず、その他の種は生活環境の一部が改変される。
事業では工事施工ヤードは極力用地内を利用し、工事用道路は極

力既存道路を利用するため、改変面積は一部に限られること、確
認場所周辺と同様の環境が広く存在しており、生息環境の改
変面積は一部に限られることから生息環境の縮小、消失の程
度はわずかである。 

また沈砂池を設け濁水の流出対策をすること、周辺の類似環

境には本種が多数生息していると推測されることから生息環境
への質的影響はわずかである。 

以上より工事の実施による影響及び処分場の存在による影
響は極めて小さいと予測される。 
 

(6) 陸産貝類 
事業の実施によって重要な陸産貝類の生息環境の一部が改

変される可能性がある。事業では工事施工ヤードは極力用地内

を利用し、工事用道路は極力既存道路を利用するため、改変面積

は一部に限られること、確認場所周辺には同様の環境が広がる
こと、生息環境の改変面積は一部に限られることから生息環
境の縮小、消失の程度はわずかである。 
また周辺の類似環境には本種が多数生息していると推測され

る。 
以上より工事の実施による影響及び処分場の存在による影

響は極めて小さいと予測される。 
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表 6.1.1(26) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

植物 重要な種
及び群落 

造成等の
施工及び
最終処分
場の存在 

(1) 植物相の状況 
・現地調査 
確認種：145科 743種 
重要種：27種（うち 4種は逸出

と考えられる
ため予測対象
外） 

 
(2) 植生の状況 
・現地調査 
確認された植物群落：21 
重要な植物群落：確認されず。 
 
 
 
 
 
 

事業の実施によって、重要な植物 23種のうち 3種は生息箇
所が改変され生育環境が縮小する可能性があり、その他の種
については生息箇所が改変されない。事業では工事施工ヤー
ドは極力用地内を利用し、工事用道路は極力既存道路を利用
するため、改変面積は一部に限られること、確認場所周辺と
同様の環境が広く存在しており、生育環境の改変面積は一部
に限られることから生育環境の縮小、消失の程度はわずかで
ある。 
また、確認された生育箇所は最終処分場や進入道路から離

れていること、改変地以外では生育環境が残存すること等か
ら、処分場の存在による生育環境への影響はわずかである。 

以上より、工事の実施による影響及び処分場の存在による
影響は、極めて小さいまたはないと予測された。 

 

予測結果を踏まえ、環境影
響がない又は極めて小さいと
判断される場合以外には、環
境影響を事業者の実行可能な
範囲内でできる限り回避又は
低減すること及び必要に応じ
損なわれる環境の価値を代償
することを目的として環境保
全措置の検討を行う必要があ
る。 
予測の結果、本事業の実施

による植物の予測対象種 23種
に対する環境への影響の程度
は、全ての種において「影響
は極めて小さい」又は「影響
はない」と予測されている。
従って、個別の環境保全措置
の検討は行わないこととす
る。 

重要な種等の生育地の消
失、縮小、質的変化の影響に
ついては、事業実施による改
変区域と重要な種の確認位置
や生育環境との重ね合わせや
生態学的知見及び類似事例を
参考に予測を行っており、予
測の不確実性は小さいことか
ら、事後調査は実施しない。 

造成等の施工及び最終処分
場の存在に伴う植物への影響
について、候補地選定の段階
から、希少野生植物の生息地
の保全に配慮しながら建設予
定地を決定しており、重要な
植物及び群落の保全の観点を
踏まえた計画としている。ま
た、工事施工ヤード等は極力
用地内を利用し、工事用道路
は極力既存道路を利用するな
ど、環境影響をできる限り回
避又は低減させた計画として
いる。更に、切土部の施工等
に起因する濁水については、
必要に応じて沈砂池等を設置
し、実施区域内における重要
な植物及び群落の生育地に直
接流入しないよう施工する計
画としている。 
以上より、事業の実施によ

る環境影響は、事業者により
実行可能な範囲内でできる限
り回避又は低減されると評価
する。 
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表 6.1.1(27) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

生態系 地域を特
徴づける
生態系 

工事の実
施（工事施
工ヤード、
工事用道
路の設置）
及び施設
の存在 

地域を特徴づける生態系は、調査地域の地形や水系、植
生単位に着目して、同質の特徴を有する地域を一つのまと
まりとして区分した。調査地域の現状から、調査地域を特
徴づける生態系としては、谷部沿い台地・低地の水田・畑
地等「水田・畑地・水域生態系」と、低山地・低山麓地の
「森林生態系」に区分した。 

地域を特徴づける生態系、各生態系区分における注目種
は以下のとおりである。 
 
○地域を特徴づける生態系 

生態系区分 生息・生育基盤 

水田・草地・水域生態系 

水田 
果樹園 
乾性草地 
湿性草地 
河辺植生 
河川、池 
その他 

森林生態系 

自然林 
二次林 
人工林 
果樹園 
乾性草地 

 
○各生態系区分における主な注目種 

生態系区分 上位性 典型性 特殊性 

水 田 ・ 草
地・水域生
態系 

タヌキ 

イタチ属 

サギ属 

アオダイショウ 

ヌマガエル 

バッタ類 

ヨシノボリ類 

モモジロコウモ
リ 

森林生態系 ニホンアナグマ 

フクロウ 

ウグイス 

ニホンマムシ 

タゴガエル 

シャクガ類 

シイ・カシ二次林 

ヒメヒゴタイ 

 
 

本事業では、工事施工ヤード
は極力事業実施区域を利用し、
工事用道路は極力既存道路を
利用するため、改変面積は最小
限である。また、低騒音・低振
動型建設機械を可能な限り採
用すること、工事実施に起因す
る濁水対策については必要に
応じて沈砂池等を設置する計
画としていることから、生息環
境の質的変化はほとんど生じ
ないと考えられる。 
また、生息環境の一部が改変

されるが、地形の改変を最小限
にとどめ、本種及びその餌動物
の減少を低減している。 
以上より、各生態系区分にお

ける主な注目種について、工事
の実施による影響及び施設の
存在による影響は極めて小さ
いと予測される。 

予測結果から、環境影響がな
い又は極めて小さいと判断さ
れる場合以外には、事業者の実
行可能な範囲内で環境影響を
できる限り回避又は低減する
こと及び必要に応じ損なわれ
る環境の価値を代償すること
を目的として環境保全措置の
検討を行った。 
予測の結果、本事業の実施に

よる生態系の予測対象種 16 種
に対する環境への影響の程度
は、「影響は極めて小さい」と
予測された。このため、個別の
環境保全措置の検討は行わな
いこととする。 

本事業の実施に伴う生態系
への影響の程度は、影響がな
い、もしくは影響は極めて小さ
いと予測されたため、環境保全
措置は行わないこととする。こ
のため、事後調査についても行
わないこととする。 

施設の存在及び工事の実施
に伴う生態系への影響につい
て、新入道路のルート選定の段
階から、生態系の保全等の観点
より土地改変面積を評価項目
としてルートを決定しており、
環境影響をできる限り回避さ
せた計画としている。また、工
事施工ヤード・工事用道路は極
力改変程度を抑えるなど、環境
影響をできる限り低減させた
計画としている。更に、土工部
工事等に起因する濁水につい
ては、必要に応じて沈砂池等を
設置し、実施区域内における重
要な植物及び群落の生育地に
直接流入しないよう施工する
計画としている。 
以上より、事業の実施による

環境影響は、事業者により実行
可能な範囲内でできる限り回
避又は低減されると評価する。 
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表 6.1.1(28) 環境影響評価結果の概要 

環境 
要素 

項    目 

調   査 予   測 環境保全措置 事後調査 評   価 環境要素 
の区分 

影響要因 
の区分 

景観 主要な眺
望点、景
観資源及
び眺望景
観 

最終処分
場の存在 

(1) 主要な眺望点、景観資源及び眺望景観の状況 
・現地調査 
 

番 

号 
主要な眺望点 

対象施設 

との距離 
景観資源 

対象施設の 

視認性 

1 JR土佐加茂駅 2.6km 
加茂地域の里地 

里山風景 
○ 

2 JR土佐加茂駅横 2.6km 
加茂地域の里地 

里山風景 
○ 

3 国道 33号 1.7km 

横山 

長竹地区の里地 

里山風景 

 

4 長竹公民館 1.3km 

長竹 

岡地区の里地 

里山風景 

 

5 谷農道 0.5km 
毛田地区の里地 

里山風景 
○ 

6 長竹集落 0.7km 
毛田地区の里地 

里山風景 
○ 

7 国道 33号(峠) 1.5km 
低山地と丘陵地の

混在する風景 
 

8 県道 291号 0.9km 
谷地地区の里地 

里山風景 
 

9 谷地集落 0.9km 
谷地地区の里地 

里山風景 
 

 
 
 

(1) JR土佐加茂駅 
最終処分場による主要な眺望点の改変はな

く、景観資源の改変もごく一部となる。主要な
眺望景観については、遠景となり、視野角に占
める処分場の割合は極めて小さく、仰角も小さ
いことから圧迫感はなく、処分場は景観のごく
わずかとなる。また、植生の復元によりスカイ
ラインの分断はない。 
以上から、最終処分場の存在による影響は極

めて小さいと予測される。 
 

(2) JR土佐加茂駅横 
最終処分場による主要な眺望点の改変はな

く、景観資源の改変もごく一部となる。主要な
眺望景観については、遠景となり、視野角に占
める処分場の割合は極めて小さく、仰角も小さ
いことから圧迫感はなく、処分場は景観のごく
わずかとなる。また、植生の復元によりスカイ
ラインの分断はない。 
以上から、最終処分場の存在による影響は極

めて小さいと予測される。 
 

(5) 谷農道 
最終処分場による主要な眺望点の改変はな

く、景観資源の改変も一部となる。主要な眺望
景観については、進入道路が近景となり、ディ
テールが目につく可能性がある。しかし、視野
角に占める処分場の割合は小さく、仰角も小さ
いことから圧迫感はなく、植生の復元により処
分場関連施設（最終処分場、進入道路）は遮蔽
され目視されない。 
以上から、最終処分場の存在による影響は極

めて小さいと予測される。 
 

(6) 長竹集落 
最終処分場による主要な眺望点の改変はな

く、景観資源の改変も一部となる。主要な眺望
景観については、進入道路が近景となり、ディ
テールが目につく可能性がある。しかし、視野
角に占める処分場の割合は小さく、仰角も小さ
いことから圧迫感はなく、盛土法面や切土法面
は植生の復元により遮蔽され目視されない。 
以上から、最終処分場の存在による影響は極

めて小さいと予測される。 
 

最終処分場の存在に
よる主要な眺望点及び
景観資源並びに主要な
眺望景観への影響につ
いて、事業の実施による
影響を、事業者により実
行可能な範囲内ででき
る限り回避又は低減す
るため、対象施設の詳細
な位置及び基本構造の
検討段階から、可能な限
り直接的な改変がない
よう配慮するとともに、
被覆施設の高さを極力
低く抑えることで、環境
影響を回避又は低減さ
せた計画としている。 
予測の結果、全ての予

測地点で、景観への影響
は極めて小さいと予測
されている。従って、個
別の環境保全措置の検
討は行わないこととす
る。 

予測手法は、その予測
精度に係る知見が十分
に蓄積されていると判
断でき、予測の不確実性
は小さいことから、事後
調査は実施しない。 

対象施設の詳細な位
置及び基本構造の検討
段階から、主要な眺望点
及び景観資源の改変、主
要な眺望景観の変化に
関しては可能な限り直
接的な改変がないよう
配慮することで、環境影
響を回避又は低減させ
た計画としている。 
以上より、事業の実施

による影響が、事業者に
より実行可能な範囲内
でできる限り回避又は
低減されると評価する。 
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